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在日米軍基地問題
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ＥＳ細胞，虚偽発表事件

延命治療中止問題と終末期医療
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解説 ラムサール条約，ラムサール条約，ラムサール条約，ラムサール条約，ラムサール条約，国内国内国内国内国内 2 02 02 02 02 0 か所新たに登録か所新たに登録か所新たに登録か所新たに登録か所新たに登録

　2005年11月，カンパラ(ウガンダ)で開催された第９回

ラムサール条約締約国会議で，新たに湿地20か所が認定さ

れ，日本の登録湿地は33か所となった。締約国会議は３年
キョン サンナム ド

ごとに開催され，次回の締約国会議は韓国の慶尚南道で

2008年に予定されている。

　ラムサール条約とは，イランのラムサール(カスピ海沿

岸の町)で1971年に開かれた国際会議で採択された(75年

発効)「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関す

る条約」をさす。湿地は排水による汚染や干拓・埋め立て

などの開発といった人間活動の影響を受けやすい。また，

水鳥の多くは国境を越えて飛来し，国境を越えて広く分布

する湿地もあるため，国際的な取り組みが求められてい

た。そのため，ラムサール条約の目的は，湿地の保全と「適

正な利用」（Ｗｉｓｅ Ｕｓｅ）をめざして国際的に取り組むこ

ととされた。「適正な利用」とは，人間活動を排除して湿

地を保護地域とするのではなく，湿地の生態系を維持しな

がら，有形・無形の資源を持続的に活用することである。

　今回の締約国会議では，日本の登録湿地としてマング

ローブ林やサンゴ礁，地下水系，水田を含む沼地，アカウ

ミガメの産卵地など，多様な形態の湿地が新たに認定され

た。今後は，ラムサール条約登録をスタートとして，各湿

地および周辺地域の環境保全と，伝統的狩猟・漁業の活動

や適正に管理された観光利用など，地域を経済的・文化的

に豊かにするための活動も重要となる。

▲日本のラムサール条約登録湿地（環境省資料）
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政政政政政                    治治治治治
⑪17日，　国土交通省は，設計
事務所によるマンションの
耐震偽装を発表。
⑫８日，政府は自衛隊のイラ
ク派遣期間の１年間延長を
決定。
①30 日，防衛施設庁の発注工
事をめぐる官製談合事件
で，同庁審議官ら３人を逮
捕。
①31日，ビジネスホテルチェー
ン東横インで条例違反の偽
装工事が発覚。
②３日，石綿(アスベスト)に
よる健康被害者を救済する
石綿新法が成立。
②28 日，　政府の地方制度調
査会は，道州制導入を適当
とする答申を首相に提出。
③31 日，民主党は偽メール問
題を受け，前原代表が辞意
を表明。④７日，民主党は
後任に小沢氏を選出。
④７日，　在日米軍普天間飛行
場移設問題で防衛庁と沖縄
県名護市が基本合意。

経経経経経                    済済済済済
⑪１日，東京証券取引所で売
買システムに障害が発生。
午前中，取引停止。
⑫８日，　みずほ証券による株
式誤発注で株式市場混乱。
20 日，売買システム不備の
責任をとって，東京証券取
引所の社長が辞任。
⑫22日，厚生労働省は，2005
年から人口減少社会に突入
したとする人口動態統計の
推計値を公表。
①16日，　東京地検は，ＩＴ関
連企業ライブドアを証券取
引法違反の容疑で強制捜
査。
③３日，　岡山県警の捜査資料
が，ファイル交換ソフト｢Ｗ
ｉｎｎｙ（ウィニー）｣のネッ
トワークに流出。
③９日，　日本銀行は量的緩和
政策の５年ぶりの解除を決
定。
③27 日，　少子化対策関連予
算を盛りこんだ2006 年度の
一般会計予算が成立。

 社会社会社会社会社会・・・・・文化文化文化文化文化
⑪８日，　ラムサール条約の締
約国会議で日本から新たに
20 か所を登録。

⑫16 日，ＢＳＥ問題で停止し
ていた米国産牛肉の輸入再
開。翌年①20 日，米国産牛
肉から特定危険部位の一部
が見つかり，輸入再禁止。

①10 日，　韓国・ソウル大は，
ＥＳ細胞をめぐる論文のね
つ造を認める報告を発表。

②24 日，トリノ冬季五輪で女
子フィギュアスケートの荒
川静香選手が金メダル獲得。

③12 日，　在日米軍岩国基地
への米空母艦載機移駐案受
け入れの是非を問う住民投
票で，反対多数。

③21 日，アメリカで開催され
た野球のワールド・ベース
ボール・クラシック( ＷＢ
Ｃ)で，日本は初代王者に。

③25 日，　富山県の病院で末
期患者の人工呼吸器を取り
はずし，７人が死亡してい
たことが発覚。

国際情勢国際情勢国際情勢国際情勢国際情勢
⑪11 日，北朝鮮の核問題をめ
ぐる６か国協議は，米朝が
対立したまま休会。

⑫15 日，イラクで国民議会選
挙を実施。イスラーム・シー
ア派連合が最大勢力とな
る。

⑫23 日，国連は２年分の通常
予算を承認せず，約半年分
の支出のみを認める創設以
来初の暫定予算を採択。

①26 日，パレスチナ評議会選
挙で選挙初参加のイスラー
ム過激派ハマスが勝利。

②13 日，　ＩＡＥＡはイラン
がウラン濃縮の準備に入っ
たと公表。

②23 日，米英共同で未臨界実
験を実施。

③11 日，旧ユーゴ国際戦犯法
廷で公判中の元ユーゴスラ
ビア大統領ミロシェビッチ
被告が死亡。

③18 日，フランスで若者の雇
用制度をめぐり，全国規模
のデモが発生。
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資１(注)○内の数字は月を示す。下線部　～　は解説の掲載を示す。敬称略。
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の一定比率（預金準備率）の額をここに預ける義務がある。

日銀はこの「日銀当座預金」の残高を30～35兆円程度に

なるまで買いオペレーションを実行する。②しかし，「日

銀当座預金」は無利子であるため，市中銀行は決められた

額以上の資金を保有していても利益にならない。そこで市

中銀行はこの資金で株式を購入したり，企業などに貸し出

しをおこなったりして資産を運用する。③金融市場ではお

金が余っている状態のため，短期金利は０％に近づき，長

期金利（１年以上の貸借や国債の金利）もこの影響で下が

る。金利が下がると，企業は市中銀行からお金を借りやす

く，負担も少なくなり，事業の拡大がしやすくなる。

　こうして物価を上昇させ，景気を回復させるというのが

「量的緩和政策」の構想であった。この間，市中銀行はお

おむね不良債権の処理を加速化させ，豊富な資金をもつこ

とで金融不安を抑えることができた。しかし，企業は銀行

から融資を受けてまで事業を拡大するよりも，借金を返済

することを優先していたため，企業に対する貸し出しの増

加に対しては，あまり効果がなかったといわれる。

●解除による金利への影響と今後の動向

　日銀は当面，「ゼロ金利政策」を維持するとしており，短

期金利にさしあたっての変化はないであろう。このため，

長期金利も大幅な上昇はないとみられていたが，「そのう
おもわく

ち金利が上がるのではないか」との市場の思惑が長期金利

を徐々に引き上げている。
こうむ

　「バブル経済」の崩壊によって日本経済が被った損失は

大きかった。現在，景気は拡大傾向にあるが，地方では有

効求人倍率が依然として低い地域もあり，楽観視はできな
みあやま

い状況である。今後，日銀は景気判断を見誤ることなく金

融政策を展開できるのか，まだ予断は許せないであろう。

●「バブル経済」崩壊以降の金融政策の経緯

　「バブル経済」崩壊以来の不景気を克服するため，日本
ぜん じ

銀行（日銀）は当初，金融政策として公定歩合を漸次引き

下げた。しかし，金利の自由化により，公定歩合は金融市

場の金利にあまり影響を及ぼさなくなった。そこで日銀は

1995年７月から，市中銀行の保有している国債や手形を買

い入れて通貨を供給する（買いオペレーション）ことで，

短期金利のうち，銀行間での資金の短期の貸し借りにおけ

る金利（コールレート）を上げ下げさせることにした。1999

年２月から実施された短期金利を０％に誘導する「ゼロ金
まれ

利政策」は，きわめて稀な金融政策である。

　2000年，日銀はいったん「ゼロ金利政策」を解除したが，

景気はかえって悪化し，物価の下落は続いた。この悪循環
そ ち

を打開するための措置として，2001年３月，「量的緩和政

策」がとられることになったのである。それから５年後の

2006年３月９日，日銀は消費者物価指数が安定的に０％以

上になると判断し，「量的緩和政策」の解除を決定した。

●「量的緩和政策」とは何か？

　「量的緩和政策」とは，市中銀行に必要以上の資金を供

給する金融政策である。「ゼロ金利政策」も「量的緩和政

策」も，結果的には短期金利を０％に誘導する効果をもつ

が，それらの異なるところは，前者が直接，短期金利を０

％とすることに主眼を置いているのに対して，後者の目標

は，市中銀行の保有する資金量を増加させることにある。

　「量的緩和政策」のシステムは次のとおりである。①日

銀は市中銀行から国債や手形を大量に買い付けて，市中銀

行にお金を支払い，支払われたお金は「日銀当座預金」に

預け入れられる。「日銀当座預金」とは，市中銀行が日銀

に開設している口座であり，市中銀行は保有している預金

２
解説

日銀，日銀，日銀，日銀，日銀，「「「「「量量量量量的的的的的緩緩緩緩緩和和和和和政政政政政策策策策策」」」」」解除解除解除解除解除

▲「量的緩和政策」のしくみ ▲短期金利と日銀当座預金残高の推移（日本銀行資料）
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　証券取引所は，証券会社を通じて投資家から出される株

式の売買をまとめ，取引を成立させている。証券取引所で

は，審査基準を満たした企業の株式だけが売買されてお

り，株式の売買が認められることを上場という。企業に

とって株式の上場は，社会的信用が高まり，資金集めがス

ムーズになるなど効果は大きい。また，株式を上場した企

業には，有価証券報告書(財務内容などの企業情報)などを

投資家に公開することが義務づけられる。

　公正で活発な株式売買がおこなわれるよう，証券取引法

により取引時間，売買価格の指定方法，取引単位，決済方

法などが規定されている。売買は基本的に競争売買によっ

ておこなわれ(競争売買の原則)，株式への買い注文の最高

値段と売り注文の最低値段とを優先して結びつけ(価格優

先の原則)，同じ値段での注文があった場合には注文時間

の早い注文を優先している(時間優先の原則)。

　2005年12月，みずほ証券が，人材派遣会社の株式１万

4,500株を１株61万円で売るところ，誤って１円で61万株

（発行株数の約40倍）を売り出した。誤発注直後，誤りに

気づいたみずほ証券からの取引取り消しの指示が認識され

ないなど，東京証券取引所の売買システムの不備が発覚し

た。また，ＩＴ関連企業ライブドアの証券取引法違反事件

（解説４参照）では，2006年１月の事件発覚直後，同社株

を売る注文が殺到し，システムの処理能力の限界をおそれ

た東京証券取引所は取引停止に追いこまれた。

　今回の一連の事件では，不正な株取引を見抜けず，シス

テムの処理能力不足が発覚した東京証券取引所の危機管理

能力に課題が残った。今，株式売買の取引を監視する証券

取引所のあり方が問われている。

３
解説

証券取引所とは？証券取引所とは？証券取引所とは？証券取引所とは？証券取引所とは？

▲証券取引所における取引時間と株式売買のしくみ

　2006年１月，ＩＴ関連企業ライブドアの幹部が，株価の

上昇をねらい，同社の投資事業組合が買収済みの出版社

を，同社の関連会社が新たに買収したように装って公表し
ぎ けい ふうせつ る ふ

たとして，証券取引法違反(偽計取引，風説の流布)容疑で

逮捕された。また同年２月には，2004年９月期決算で約３

億円の赤字を約50億円の黒字と報告(有価証券報告書の虚

偽記載)した疑いで再逮捕された。

　株価とは，株式市場における株式の売買価格のことで，

企業価値の目安となる。一般に，企業はサービスや商品の

開発により業績をあげ，それにともない株価も上昇する。

　しかし，ライブドアは経営努力ではなく，企業買収に

よって企業規模を拡大した。また，買収に先立ち，株式分

割という手法を用いた。株式分割とは，たとえば10分割の

場合，１株5,000円を１株500円の10株分とすることをい

う。これにより１株あたりの値段が安くなり，投資家は買

いやすくなる。株式分割後は新しい株券の印刷などに時間

がかかるため，買い注文は集まるが売り注文ができず，一

時的に株価が上昇する。この現象を利用すると，株価が上

昇したところで株式交換(現金で企業を買収する代わりに

互いの株式を交換する方法)をすることで企業買収が容易

になる。同社はこれらの手法で次々と企業を買収した。

　株式分割や株式交換は合法的であるが，その裏には数々

の違法行為があった。たとえば，株式交換による企業買収

の際，買収する企業の価値は第三者によって公正に評価さ

れるが，これをライブドア関係者におこなわせ，企業価値

を実際より過大評価させていた。また，情報開示義務のな
かん りゅう

い投資事業組合を用いて利益を同社へ還流させていた。

　2005年３月，東京証券取引所から５分割を超える株式分
じしゅく

割の自粛が要請され，同じ手法での株価操作は難しくなっ

た。また，投資事業組合をグループの決算に含めて情報開

示させることも検討されている。

　株式発行によって企業が得た資金は，投資家からの出資

金であり，それを自社の利益につけかえるのは，違法であ

るだけでなく株主を裏切る行為である。また，法の不備を

ついた非常に悪質な行為もあった。株主を裏切っただけで
しっつい

なく，日本の証券市場の信用を失墜させた責任は大きい。

４
解説

ライブドア事件ライブドア事件ライブドア事件ライブドア事件ライブドア事件
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拡大するＷｉｎｎｙ拡大するＷｉｎｎｙ拡大するＷｉｎｎｙ拡大するＷｉｎｎｙ拡大するＷｉｎｎｙ((((( ウィニーウィニーウィニーウィニーウィニー))))) 被害被害被害被害被害

●相次ぐ情報流出事件

　ファイル交換ソフト｢Ｗｉｎｎｙ(ウィニー)」からの情報流

出が大きな社会問題となっている。警察や自衛隊などの官

公庁の機密情報をはじめ，病院の患者情報や，地方公共団

体の住民基本台帳ネットワークシステムの関連情報なども

流出した。現在，ウィニーを新規に入手することは難しい

が，今も多くの人々によって利用されているとみられる。

●ウィニーのしくみと情報流出

　ウィニーは，ファイル交換ソフト(インターネットを利

用して，不特定多数の利用者間でファイルを交換しあうソ

フト)の一つである。交換されているファイルには，著作
きょだく

権者の許諾を得ていない違法コピーが多く，ウィニーの開
ほうじょ

発者は著作権法違反幇助の容疑で逮捕・起訴されている。

　情報流出は，ウィニーそのものではなく，ウィニーを介

して感染するコンピュータ・ウイルスがその原因となって

いる。ウイルスに感染してもパソコンは通常どおり機能す

るため，利用者がウイルス感染に気づかない場合が多い。

また，次々に新種のウイルスがつくられているため，ウイ

ルス対策ソフトを使っていても，その対策は万全とはいえ

ない。

●情報流出を防ぐには

　情報流出の防止策は，ウィニーを使用しないことに尽き

る。官公庁などだけでなく，個人のパソコンからも情報は

流出する。ウィニーを使うという行為が，機密情報の流出

や著作権法に反するファイルの授受の手助けをしていると

いうことを認識しなければならない。

５
解説

▲ウィニーを通じて情報が流出するしくみ

●耐震強度偽装建物，全国各地に広がる

　構造計算書の偽造により，耐震性が不足しているマン

ションやホテルのあることが発覚した。鉄筋の量などが足

りないにもかかわらず，十分であるかのように数値が改ざ

んされ，耐震強度が基準値の0.5以下となっているマン

ションもあった。震度５強程度の地震でも倒壊の恐れがあ

るとして，一部住民は立ちのきを余儀なくされた。
せ

　設計した元建築士は偽装を認めているが，建設会社や施
こう

工主が違法性を認識していたかどうかも含めて，捜査が進

められている。

●市場原理と企業倫理

　耐震強度偽装マンションの多くを建設した会社は，バブ

ル崩壊後の長引く不況で，多くの建設業者が倒産や業務縮

小に追い込まれるなか，破格の低コストで大きく業績を伸

ばしていた。耐震強度を偽装した元建築士は，建設会社か

ら鉄筋を減らしてコストダウンするよう指示があったと国

会の証人喚問で証言している。

　このように，今回の耐震強度偽装問題の根源は，無理な

コストダウンや低価格競争にあるとする見方もある。ま

た，建築確認という住民の生命にかかわる重要な検査が，

規制緩和の流れのなか，利潤の追求を目的とする民間企業

に委託され，結果として偽装を見抜けなかった点も問題視

された。

　しかし，規模が小さくても，経営努力や創意工夫によっ

て，品質を維持しつつもコストダウンを達成している企業

はたくさんある。また，民営化や規制緩和の流れそのもの

が事件の原因とはいえない。企業や個人が高い倫理観をも

ち，私たち国民も，企業の行動を監視する厳しい目をもた

なければならない。

　　証人喚問
日本国憲法第 62 条は，「両議院は，各々国政に関す

い

る調査を行ひ，これに関して，証人の出頭及び証言
並びに記録の提出を要求することができる。」とし
て，衆参両議院に国政調査権を与えている。それに
もとづき，国会の本会議や委員会などでおこなわれ
るのが証人喚問である。証人喚問の詳細は，議院証
言法に規定されており，出頭の拒否，証言の拒否，

きん こ

虚偽の証言などをおこなった場合は，罰金や禁錮刑
などに処せられる。

耐震強度偽装問題耐震強度偽装問題耐震強度偽装問題耐震強度偽装問題耐震強度偽装問題
６
解説
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　2006年２月28日，首相の諮問機関である地方制度調査会は，小さな政府づくりに向けて，道州制を導入することが適当

と答申した。都道府県を廃止する道州制が実現すれば，明治の廃藩置県以来135年ぶりの大改革となる。

　道州制とは，全国を９～13の道州へ分け，国道・河川の管理や大気汚染の防止，雇用・中小企業対策など現在の国の仕

事を道州へ移し，都道府県が担う建築基準や教育人事などの仕事の多くを市町村へ移すことで，地方分権を進めようとする

ものである。国は外交，防衛，治安維持，金融政策など国でしかできないことに専念することになる。

　たとえば，国の地方整備局と都道府県が別々に管理

している国道などの整備が，道州の一括管理になれば

効率的になる。また，現在，都道府県と市町村が担っ

ている公立高校の運営は，道州制の実現により市町村

に一本化され，公立高校と公立小中学校の一体的な運

営も予想される。こうした国・地方の重複事務を道州

が担うことで大幅な公務員削減が可能ともされており，

行政のスリム化も期待されている。

　道州制導入が適当と答申された背景には，市町村合

併により広域市町村が誕生し，都道府県からの大幅な

権限委譲が可能となっていることや交通網の発達によ

る生活圏・経済圏の拡大などが指摘されている。一方

で，道州の財源確保の問題や許認可権を委譲する中央

省庁の抵抗など，その実現には課題も多い。

７
解説 道州制導入へ，道州制導入へ，道州制導入へ，道州制導入へ，道州制導入へ，地方制度調査会が答申地方制度調査会が答申地方制度調査会が答申地方制度調査会が答申地方制度調査会が答申

▲答申された道州制３案（総務省資料）

在日米軍基地問題在日米軍基地問題在日米軍基地問題在日米軍基地問題在日米軍基地問題

　2005年10月29日，日米の共同文書である「日米同盟　

未来のための変革と再編」が発表され，在日米軍の再編

などが進められることになった。在日米軍の再編に関す

るおもな内容と，それぞれの問題点については以下の通

りである。

■普天間飛行場の移設を加速させる。

【問題点】普天間飛行場を名護市のキャンプ・シュワブ沿

岸に移設する案に対して，米軍機の飛行ルートなどをめぐ

り，防衛庁と名護市が対立した。交渉の結果，2006年４月

７日，防衛庁と名護市は，住宅上空の飛行ルートを回避す

る方向で対応することに合意した。しかし，沖縄の負担に

は変わりないとの声もある。

■米海兵隊の司令部などをグアムなどに移転し，約8,000

人の海兵隊員および家族を沖縄県外に移転させる。

【問題点】移転費総額が約100億ドル（約1兆1,800億円）

にのぼるとされ，アメリカはそのうち75％を負担するよう

日本に求めている。しかし，日本側は費用負担を可能なか

ぎり抑制したいと考えている。

■米空母艦載機を厚木飛行場から岩国飛行場へ移駐する。

【問題点】米空母艦載機の移駐に対し，2006年3月12日，岩

国市で受け入れの賛否を問う住民投票が実施され，投票の

90％近くが受け入れ反対であった。しかし，この住民投票

には法的拘束力がないため，住民の声が生かされるとはか

ぎらない。なお，政府としては，岩国飛行場の滑走路の沖

合への移設工事が進んでおり，生活環境への影響は少ない

と考えている。

　在日米軍はどのように再編されるのか，今後の動向が注

目される。（2006年4月13日現在）

▲在日米軍の再編（防衛庁資料）

８
解説
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●ＮＰＴとは

　ＮＰＴ（核兵器拡散防止条約）は，核兵器国以外の国（非

核兵器国）が核兵器を開発・保有することを禁止し，核兵

器国には核兵器を減らす交渉を義務づけている。ＮＰＴに

おける核兵器国は，「1967年１月１日以前に核兵器その他

の核爆発装置を製造しかつ爆発させた国」と定義されてお

り，アメリカ，ロシア（旧ソ連），イギリス，フランス，中

国の５か国が該当する。条約の締約国は2003年９月現在，

189か国であるが，核兵器を保有しているインドとパキス

タン，核兵器の保有が疑われているイスラエルなどは条約

を締結していない。

　また，核開発が疑われていた北朝鮮は，2003年にＮＰＴ

からの脱退を宣言し，2005年２月には，核兵器の保有を公

式に宣言した。なお，北朝鮮は，核の技術を得るためにＮ

ＰＴに加盟し，技術が得られると，ＮＰＴからの脱退を宣

言したともいわれている。

●核の平和利用とＩＡＥＡ

　ＮＰＴにおいて，原子力発電などの核の平和利用が認め

られているが，その技術を用いて核兵器を製造できること

が問題となっている。原子力発電所を建設する場合，非核

兵器国は核兵器を保有しないことが条件となる。そのた

め，ウランやプルトニウムなどの核物質を核兵器に転用し
さ さつ

ていないかどうかを，定期的に立ち入り検査（査察）する

必要があり，そのための機関として，ＩＡＥＡ（国際原子

力機関）がある。ＩＡＥＡは，原子力の平和利用を促進す

るとともに，原子力が平和的利用から軍

事的利用に転用されることを防止するこ

とを目的としている。ちなみに，日本も

定期的にこの査察を受けている。

●イランの核開発問題

　イランの核開発は，2002年８月に反体

制派の発表で明るみとなった。約20年間

にわたり,ＩＡＥＡに申告することなく

原子力活動をおこなっていたとみられて

いる。イランは，「核の平和的利用」を主
まいぞう

張したが，世界第２位の石油埋蔵量を
ほこ か どう

誇っており，また稼働中の原子力発電所

がなかったため，核開発の疑惑が生じ

た。その後，2004年にはイギリス，フラ

ンス，ドイツとの間で，ウラン濃縮活動

の停止に合意したが，2005年８月にアフ

マディネジャード大統領が就任すると再

開された。たび重なるＩＡＥＡのはたらきかけも実らず，

結局，国連安全保障理事会で対応を協議することになっ

た。2006年３月には，安保理でイランのウラン濃縮活動停

止を求める議長声明案が採択された。しかし，「核技術を

もつ権利は認められるべきである」とのイランの主張はか

わらず，同年４月にはウラン濃縮に成功し，「核技術保有

国」になったと宣言をした。

●核兵器大国アメリカ
そ し

　イランや北朝鮮の核開発を阻止すると言明しているアメ

リカであるが，ＮＰＴ未加盟のインドに対しては，2006年

３月に民生用の核技術を提供することで合意している。こ
けんせい

れは，インドの隣国の中国に対する牽制であるともいわれ

ているが，事実上，アメリカがインドを核兵器国と認めた

ともいえる。また，アメリカは，パキスタンにも核技術の

提供を求められたが，同国のカーン博士が北朝鮮やイラン
きょうよ

に核開発技術を供与したこともあり，協力を拒否してい

る。なお，核開発疑惑国であるイスラエルに対しては，ア
もくにん

メリカは黙認している状態である。

　一方（インド）で核協力をおこない，もう一方（イラン

や北朝鮮）で核開発の停止を求めるアメリカに対して，Ｎ

ＰＴ体制の弱体化をまねくとの批判もある。また，アメリ

カは核爆発をともなわない未臨界実験をおこなっているこ

ともあり，非核兵器国の不満はなくならない。

　世界から核兵器がなくなる日は，果たしてくるのだろう

か。

９
解説 どうなる？核問題どうなる？核問題どうなる？核問題どうなる？核問題どうなる？核問題

▲各国の核弾頭数と核実験回数( ＳＩＰＲＩ資料)
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ＥＳ細胞，ＥＳ細胞，ＥＳ細胞，ＥＳ細胞，ＥＳ細胞，虚偽発表事件虚偽発表事件虚偽発表事件虚偽発表事件虚偽発表事件

●２年前の水準に後退した再生医療研究
ファンウ ソク

　韓国のソウル大学は，黄禹錫教授がヒトクローン胚を

使ってヒトＥＳ細胞(ヒト胚性幹細胞)をつくったとする論
きょ ぎ

文がねつ造だったと認定した。黄教授の虚偽発表により，

ＥＳ細胞研究は世界的に２年は後戻りしたとされる。期待

が大きかっただけに，難病患者の失望は計り知れない。

●ＥＳ細胞研究と倫理的課題

　ＥＳ細胞は万能細胞ともよばれ，神経や臓器などのあら

ゆる組織に成長する可能性をもつ細胞のことである。受精
ほう が

胚から取り出して培養するため，生命の萌芽を壊すとの批

判もあり，日本では不妊治療で廃棄が決まった受精卵から

しか，その作製は認められていない。

　受精胚からのＥＳ細胞研究は着実に進歩し，その培養技

術も進んでいるが，実際の治療に用いるには，拒絶反応の

問題を解消する必要がある。黄教授の研究は，難病患者の

体細胞から採取した核をもとにしたヒトクローン胚からの

ＥＳ細胞培養であり，事実であれば，拒絶反応の問題を一

挙に解消する「夢の技術」であった。

　現在，クローン胚からのＥＳ細胞培養は，マウスなどで

10
解説

ス(合意)が求められており，厚生労働省の「終末期医療に

関する調査等検討会」で議論されている。

●終末期医療のかかえる問題点

　判例では，延命治療の中止は，(1)死が避けられないこ

と，(2)患者の意思表示または患者の意思を推定できる家族

の意思表示があることが条件とされている。しかし，末期

症状におちいった段階では，患者本人の意思確認は不可能

に近い。今回の事件では，病院内にも終末期医療のルール

は作成されておらず，文書でなく口頭で家族の同意を得て

いたといわれている。

　このようなあいまいさを解消するために，尊厳死を法制

化しようという動きがあるが，これにも大きな課題があ

る。たとえば，本当は少しでも長く生きたいと願う患者

が，家族への負担を考えて延命治療中止の意思表示をして

しまうという事態も考えられる。本人が生きたいと願うな

らば，人工呼吸器の取りはずしは殺人行為であるが，それ

が法制化によって公然とおこなわれることになるのであ

る。今後，慎重な議論が望まれる。

▲受精胚由来のＥＳ細胞とクローン胚由来のＥＳ細胞

▲終末期医療に対する医師の考え方

しか成功例がない。日本はサルでの実験例があるが未成功

である。黄教授の実験でも，2,061個の卵子を用いて成功

していないことから，ヒトクローン胚からのヒトＥＳ細胞

の作製には，なお多くの課題があるといわれている。

　受精胚由来のＥＳ細胞と違い，ヒトクローン胚由来のＥ

Ｓ細胞の作製には，卵子の提供が必要である。女性の体内

からの卵子採取には肉体的苦痛をともなうため，卵子を提

供する女性の保護の問題も重要である。また，ヒトクロー

ン胚を子宮に戻すことはクローン人間の誕生につながるた

め，倫理的にも大きな課題がある。

●終末期医療にかかわる医療関係者の苦悩

　富山県の市立病院で，医師が末期症状の患者の人工呼吸

器を取りはずし，７人の患者が死亡していたことがわかっ

た。延命治療の中止は尊厳死にあたるのか，それとも医師

による殺人行為となるのかが改めて問題となった。

　終末期医療には明確な基準や指針がない。そのため，終

末期における医療の不開始(延命治療を開始しないこと)や

医療の中止(開始した延命治療を中止すること)に関してど

のような手順を踏むべきか，医師や看護師らは大きな悩み

をかかえている。終末期医療には明確な社会的コンセンサ

延命治療中止問題と終末期医療延命治療中止問題と終末期医療延命治療中止問題と終末期医療延命治療中止問題と終末期医療延命治療中止問題と終末期医療
11
解説
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第一学習社第一学習社第一学習社第一学習社第一学習社

①①①①①一般会計予算　一般会計予算　一般会計予算　一般会計予算　一般会計予算　 ( 財務省資料)
関連するページ関連するページ関連するページ関連するページ関連するページ

●教科書

　現社 012　 p.111

　現社 013　 p.80

　政経 004　 p.101

　政経 014　 p.68

　

●副教材

　NEW クロ　 p.100

　最新現社　 p.122

　最新政経　 p.187

②②②②②財政投融資計画　財政投融資計画　財政投融資計画　財政投融資計画　財政投融資計画　 ( 財務省資料)

解説　解説　解説　解説　解説　2006年3月27日，2006年度一般会計予算が成立した。与党の圧倒的な議席数に加えて，「偽メール問題」による民

主党の発言力低下などもあり，戦後７番目に早い成立となった。これで年度内の予算成立は８年連続となった。一般会計
きん しゅく

予算の総額は2005年度当初予算に比べて3.0％減，うち一般歳出は1.9％減となり，緊縮型の予算は今年度も維持された。
さん み いったい

歳出削減の要因は，「三位一体改革」による地方への補助金の見直し，医療制度改革による医療費の抑制，公務員改革によ

る人件費の削減などである。しかし，それでも少子高齢化の影響で社会保障関係費は若干増加している。歳入においては，

景気の回復などにより税収が増加したため，新規国債の発行は前年度比12.8％減となり，５年ぶりに30兆円を割った。

関連するページ関連するページ関連するページ関連するページ関連するページ

●教科書

　現社 012　 p.112

  現社 013　 p.80

　政経 004　 p.103

　政経 014　 p.69

●副教材

　NEW クロ　 p.101

　最新現社　 p.122

　最新政経　 p.188

解説解説解説解説解説　「第二の予算」ともよばれる財政投融資の2006年度計画の規模は15兆46億円（対前年度比－12.5％），特殊法人
等の整理・合理化などによって，７年連続削減された。1978年度以来28年ぶりの低い水準であり，財政投融資の額が最

し と

大であった1996年度の約40％となった。使途別にみても，生活環境整備（対前年度比－9.9％），中小企業（前年度比－

11.8％）をはじめとして，すべての分野において削減された。対象になる機関の数も，商工組合中央金庫や成田国際空港

株式会社など４機関が対象外となり，38機関となった。

●●●●● 20062 0 0 62 0 0 62 0 0 62 0 0 6 年度予算年度予算年度予算年度予算年度予算

第一学習社版　教科書第一学習社版　教科書第一学習社版　教科書第一学習社版　教科書第一学習社版　教科書・・・・・副教材のデータ更新等副教材のデータ更新等副教材のデータ更新等副教材のデータ更新等副教材のデータ更新等
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第一学習社第一学習社第一学習社第一学習社第一学習社

資料編に関連するホームページのＵＲＬ資料編に関連するホームページのＵＲＬ資料編に関連するホームページのＵＲＬ資料編に関連するホームページのＵＲＬ資料編に関連するホームページのＵＲＬ

●ラムサール条約，国内20か所新たに登録

外務省　ラムサール条約◆http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/jyoyaku/rmsl.html

ラムサール条約の意義や最近の動き，日本との関係などを詳しく説明している。

●日銀，「量的緩和政策」解除

日本銀行◆http://www.boj.or.jp/

日銀の金融政策，通貨の歴史，各種統計など，日本の金融全般についての情報を網羅している。

●証券取引所とは？

日本証券業協会　証券教育広報センター◆http://www.skkc.jp/index.html

証券についての基礎知識をわかりやすく解説しており，学校向けの教材もある。

●在日米軍基地問題

防衛施設庁◆http://www.dfaa.go.jp/

在日米軍施設・区域の状況などを掲載している。防衛庁・自衛隊ＨＰや沖縄県庁ＨＰなども参考になる。

●ＥＳ細胞，虚偽発表事件

文部科学省　生命倫理・安全に対する取組◆http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/seimei/main.htm

クローン技術やヒトＥＳ細胞研究をはじめとする生命倫理問題について参考資料を提供している。

③③③③③公債依存度と公債残高の推移　公債依存度と公債残高の推移　公債依存度と公債残高の推移　公債依存度と公債残高の推移　公債依存度と公債残高の推移　 ( 財務省資料)

おぎな

解説　解説　解説　解説　解説　2006年度の一般会計予算で，税収不足を補うための新規国債発行額は，前

年度当初予算より４兆4,170億円減り，29兆9,730億円となった。前年度を下ま

わったのは２年連続である。なかでも，建設公債は公共事業費の削減によって大

きく減少した。この結果，公債依存度（一般会計に占める公債発行の割合）は37.6

％になった。しかし，公債発行残高は過去最高の541兆7,988億円となり，依然

として高水準である。この額は名目国内総生産を上まわり，国民１人あたり424
しょう かん

万円である。歳出でも，国債の償還や利払いにあてる国債費は18兆7,616億円に
あっぱく

のぼり，一般歳出を圧迫している。なお，政府は景気回復による税収増と歳出削
しめ

減により，財政の健全度を示すプライマリーバランス（基礎的財政収支）の黒字

化の目標を2010年代初頭としている。

　　　　　　　　　　　　(注)略称は次の通り。

教科書 現社　012 →現代社会

現社　013 →新現代社会

政経　004 →政治・経済

政経　014 →新政治・経済

関連するページ関連するページ関連するページ関連するページ関連するページ

●教科書

　現社 012　 p.115

　現社 013　 p.81

　政経 004　 p.105

　政経 014　 p.71

　

●副教材

　NEW クロ　 p.101

　最新現社　 p.123

　最新政経　 p.190

副教材 NEW クロ→NEWクローズアップ現代社会

最新現社→最新現代社会資料集

最新政経→最新政治・経済資料集

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/jyoyaku/rmsl.html
http://www.boj.or.jp
http://www.skkc.jp/index.html
http://www.dfaa.go.jp
http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/seimei/main.htm

	公民最新資料・データINDEX

	資料編

	2005年11月～2006年
４月のできごと
	（解説１）ラムサール条約，国内2 0か所新たに登録
	（解説２）日銀，「量的緩和政策」解除
	（解説３）証券取引所とは？
	（解説４）ライブドア事件
	（解説５）拡大するＷｉｎｎｙ( ウィニー) 被害
	（解説６）耐震強度偽装問題
	（解説７）道州制導入へ ，地方制度調査会が答申
	（解説８）在日米軍基地問題
	（解説９）どうなる？核問題
	（解説10）ＥＳ細胞，虚偽発表事件 
	（解説11）延命治療中止問題と終末期医療


	データ編

	教科書・副教材のデータ更新等
	●2006年度予算
	１　一般会計予算
	２　財政投融資計画
	３　公債依存度と公債残高の推移



	情報源
	資料編に関連するホームページのＵＲＬ


